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１　前年度指摘事項等に対する措置等
　（１）指摘事項
該当なし
  （２）監査意見

　　　　該当なし

  （３）決算監査意見
該当なし
２　前年度県議会決算審査特別委員会の指摘事項（口頭指摘を含む。）に対する処理状況
該当なし
３　組織及び業務調べ
	課　　名
	係（担当）名
	課の主な所掌事務

	原子力安全対策課
	調整担当
	①原子力に関する緊急体制の整備に関すること

②原子力防災資機材の整備、維持管理等に関すること

③交付金事務に関すること
④中国電力との安全協定に関すること

⑤原子力事業所の立入検査に関すること
⑥予算及び経理に関すること

	
	防災対策担当
	⑦原子力防災対策情報に関すること
⑧原子力防災対策に関する会議に関すること

⑨原子力防災関係機関との連携に関すること

⑩鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）に関すること⑪住民避難に関すること
⑫原子力防災訓練に関すること

⑬原子力に関する普及啓発に関すること

	
	安全対策担当
	⑭原子力安全対策情報に関すること

⑮原子力防災専門家会議に関すること

⑯モニタリングに関すること

⑰原子力事業所周辺環境放射線調査に関すること

⑱原子力事業所の状況及び安全対策に関すること

⑲原子力事業所の対処（マニュアル整備等）に関すること


４　職員の定員、現員調べ
	種　別
区　分
	事務職員
	技術職員
	現業職員
	計
	備　考

	
	26.4.1

現在
	25.4.1

現在
	26.4.1

現在
	26.4.1

現在
	26.4.1

現在
	25.4.1

現在
	26.4.1

現在
	25.4.1

現在
	

	定員
	１０
	７
	０
	０
	０
	０
	１０
	７
	

	現員
	１０
	７
	０
	０
	０
	０
	１０
	７
	

	過不足（△）
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	

	臨時職員
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	０
	

	非常勤職員
	２
	２
	０
	０
	０
	０
	２
	２
	


５　役付職員の調べ
（平成２６年８月１日現在）　
	職　名
	氏　名
	在職期間
	備　　考

	原子力安全対策課長
	水中　進一
	年
１
	月
３
	継続する在職期間２年３ヶ月

	参事兼課長補佐
	宮城　啓彰
	０
	３
	継続する在職期間４年３ヶ月

	課長補佐
	浜田　定則
	１
	３
	

	課長補佐
	内田　浩二
	１
	３
	


６　主な事業に関する調べ
	事　業　名
	概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

	島根原子力発電所に係る原子力防災対策事業
 決算額
342,426千円
（財源内訳）
　国庫支出金

340,048千円
　一般財源外
2,378千円
　

○将来ビジョン
Ⅲ 守る
（４）「実践型の防災・危機管理」
○政策項目
暮らしに安心
	【原子力防災対策事業】

ア　目的及び事業の実施状況
（ア）目的
　　「鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）」（災害対策基本法第４０条に基づき作成）等に基づき、中国電力株式会社島根原子力発電所（以下「島根原発」という。）及び独立行政法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技術センター（以下「人形峠センター」という。）における原子力防災対策の実施と県民の安心・安全のために必要な事業を行った。
（イ）事業の実施状況
（１）島根原発に係る原子力防災対策の充実
境港市から西方約１７キロの地点にある島根原発に係る原子力災害に備え、県民の安全確保及び周辺環境の保全を図るため、
平成24年９月の原子力災害対策特別措置法の改正等により、鳥取県が境港市から西方約１７キロの地点にある島根原発に係るＵＰＺ(緊急時防護措置準備区域(概ね30ｋｍ圏))に位置づけられたことを踏まえ、原子力防災対策の一層の充実を図った。
　　  ①鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）の修正及び広域住民避難計画（島根原発事故対応）の修正

　　　　 原子力災害対策指針等の改正に加え、原子力防災訓練による教訓、避難時間のシミュレーション等を踏まえた、鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）及び鳥取県広域住民避難計画（島根原発事故対応）の修正について、平成26年３月26日に開催された鳥取県防災会議において承認された。

【鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）の主な修正項目等】

○緊急事態区分（ＥＡＬ）の設定
　　　 発災時の原子力施設の状況に応じて警戒事態、施設敷地緊急事態、全面緊急事態
等を設定し、住民防護措置、モニタリング等実施すべき措置を規定
○緊急時モニタリング体制の見直し
　　　 国の総括のもと、地方公共団体等が連携し、緊急時モニタリングセンターを立ち
上げる等実施すべき措置を規定
○運用上の介入レベル（ＯＩＬ）の設定
　　　   空間線量率等に応じて避難等を決定するための基準である運用上の介入レベル
（ＯＩＬ）を設定し、避難、一時移転等の緊急事態応急対策を実施
○防護措置の見直し
　　   ・要配慮者に対する放射線防護対策施設の活用
・安定ヨウ素剤の予防服用体制の整備
○輸送手段の複層化及び輸送手段の配分
　　　 自家用車及びバス等による避難を中心とし、補完手段として鉄道、船舶、航空
機、ヘリコプター等を確保
【鳥取県広域住民避難計画（島根原発事故対応）の主な修正項目等】
○鉄道、海路及び空路による避難を追記
　　　   ・鉄道、船舶、航空機、ヘリコプターを避難手段として追加
　　　   ・確実かつ効率的な避難を行うためには、自家用車及びバス等準備車両による避難を基本としつつ、鉄路、海路、空路のそれぞれの特性を踏まえた上で、最適な避難手段を決定
○段階的避難の最適化
　　　    ・避難時間シミュレーションの検討経過をふまえ、鳥取県への避難指示後、20時間で30ｋｍ圏からの避難を完了
　　　     ・避難時間の推計を参考に、円滑な避難実施のための避難タイミングと避難対象
区域の区割りを最適化

	事　業　名
	概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

	
	　　　     ・段階的避難による渋滞の回避（平均走行時間の短縮＝移動中の負担や被ばくリ
スクの低減）
○境港市役所の移転（BCP）への支援
　　　　   境港市から市役所機能の移転について要請があった場合は、鳥取県庁講堂におい
て受け入れを行うとともに市役所の行政機能等の継続に必要な支援を行う。
②原子力防災連絡会議
　　　 島根・鳥取両県及び島根原発周辺30km圏６市（米子市、境港市、松江市外）が、島根原発に係る防災体制の見直しについて連携して検討するため、防災関係の部長級職員等で構成

○平成26年２月７日開催

「新規制基準適合性確認審査への対応」「地域防災計画の修正」「原子力防災訓練評価結果」等について協議及び意見交換

③原子力安全対策プロジェクトチーム会議の開催
島根原発に関する原子力防災体制の推進を図るため、知事、副知事、統轄監、各部局長、総合事務所長、関係市によるプロジェクトチームを開催した。
○平成25年４月26日（第１回）

　　　 ・今年度の予定及び取り組み方針について確認を行った。

・原子力災害対策指針の改定原案及び原発の新規制基準（案）について原子力規制庁から説明を受け、本県としての意見等を提出した。

○平成25年９月５日（第２回）

       　・新規制基準の内容について原子力規制庁から説明を受けるとともに島根原発に関する本県の原子力防災体制整備の取り組み内容とスケジュール、交付金の交付決定状況への対応、原子力防災訓練の実施について確認した。

○平成25年11月22日（第３回）
・中国電力株式会社から島根原発２号機の新規制基準の適合申請に係る事前報告があったことから、情報共有を図るとともに今後の対応について検討を行った。
○平成25年11月25日（第４回）

・中国電力株式会社から事前報告のあった島根原発２号機の新規制基準の適合申請に関して、中国電力株式会社から内容について説明を受けるとともに質疑応答等を行った。  

④島根県等との合同原子力防災訓練(島根原発対応)

○実施日時
・平成25年11月５日（火）８：30～12：00（主に行政機関の連携訓練）

・平成25年11月10日（日）８：00～13：00（主に住民が参加した避難等

の実動訓練）
○主　　催
　 ・鳥取県、米子市、境港市、島根県、松江市、出雲市、安来市、雲南市
○訓練の特徴

　 ・ＪＲ、航空機、船舶等多様な避難手段の検証

　 ・原子力防災資機材（情報通信機器、放射線測定器）の習熟

・避難者の緊急輸送

○実施場所
・米子・境港市内（一時集結所他）、スクリーニング・原子力防災研会
場（鳥取県消防学校）、県営広域避難所（鳥取商業高等学校）、ＪＲ境線、陸上自衛隊米子駐屯地、航空自衛隊美保基地、鳥取空港、境港

	事　業　名
	概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

	
	竹内岸壁、済生会境港総合病院、国立病院機構米子医療センター、社会福祉法人・医療法人真誠会グループ　他
○参加者

・１１月　５日：１２機関、約１８０名






１０日：２５機関、約６２０名（うち、住民２８８人※）

○参加機関
ア　行政機関等
　  鳥取県警察本部、鳥取県教育委員会、鳥取県西部広域行政管理組合消防局、自衛隊鳥取地方協力本部、陸上自衛隊第８普通科連隊、航空自衛隊第３輸送航空隊、海上自衛隊舞鶴地方総監部、原子力規制庁島根原子力規制事務所、境海上保安部、境港管理組合　他
イ　民間団体、企業
　  西日本旅客鉄道（株）米子支社、社会福祉法人・医療法人真誠会グループ、済生会境港総合病院、米子医療センター、県薬剤師会、中国電力（株）　他

○訓練想定
本部等運営訓練（初動対応訓練）及び本部等運営訓練に連動する独自訓練、オフサイトセンター（注）訓練については、島根県と同一想定で実施した。その他の独自訓練について は、別想定（時間）で実施した。
○訓練内容
ア　本部等運営訓練（初動対応訓練）〔緊急時通信連絡訓練を含む。〕
イ　オフサイトセンター訓練


ウ　住民避難訓練（バス・ＪＲ・船舶）


エ　災害時要援護者避難訓練（病院・在宅要援護者・社会福祉施設・外国人・聴覚障がい者）


オ　緊急被ばく医療活動訓練（スクリーニング・安定ヨウ素剤予防投与・初期被ばく医療訓練）


カ　緊急時モニタリング訓練
キ　県営広域避難所開設訓練

ク　広報・情報伝達訓練


ケ　学校の避難訓練


コ　避難誘導、交通規制等措置訓練


サ　原子力防災研修（「放射線防護対策について」）等

（注：原子力災害対策特別措置法に基づく「緊急事態応急対策等拠点施設」。災害時には、住民の安全確保のための緊急事態応急対策等の方針決定のため、国、自治体（本県から統轄監を派遣）、事業者等が原子力災害合同対策協議会等を設置・運営する。
⑤国等への要望
　　　　　【主な要望項目】

・「汚染水対策」「原子力発電所の安全対策」「原子力発電所の再稼働に当たっての厳正な審査、運用等」「防災資機材の整備や人件費等の国の費用負担」「原子力発電所の耐震設計上考慮すべき活断層の再確認」「地方自治体、住民等が参加できる法的な仕組みの整備」などを国等へ要望。

（平成25年4/9、7/2、7/31、10/15、10/24、11/15、12/18・19、平成26年1/14
　　　　　　　※その他の要望活動
○全国知事会（原子力発電対策特別委員会委員）・・7/8
 　 　　　○関西広域連合・・6/1
○中国地方知事会・・5/1　　
○日本海沿岸地帯振興連盟・・7/中旬



	事　業　名
	概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

	
	⑥避難時間シミュレーション 
○鳥取県広域住民避難計画の妥当性判断、実行の可能性判断の資料とするため、島根原子力発電所３０ｋｍ圏内の住民避難に要する時間のシミュレーションについ
て、島根県との共同発注により実施した。
・シミュレーション項目
①避難指示から３０ｋｍ圏外に避難するまでの避難時間　
②避難時間に大きな影響を与える交通渋滞の発生個所　等

　　　　・シミュレーション結果

　　　　　①段階的避難による３０ｋｍ圏避難完了時間は２７時間５０分。

　　　　　②結果については、先行的に平成２６年３月改定の住民避難計画に反映済み。

　　　　　（４日間避難　→　避難指示後２０時間で避難）　

　　　　　　
（２）原子力防災資機材の整備・保守〔島根原発及び人形峠センター〕

　　　原子力防災及び原子力災害発生時の応急対策のために必要な資機材の整備、保守管理
等を実施。
[主な実施項目]

島根原発に係る個人線量計・サーベイメータ・防護服など原子力防護資機材の整備、緊急時に関係機関とＴＶ会議等を行う原子力防災ネットワークシステム及びSPEEDI（緊急時迅速放射能影響予測）ネットワークシステムの保守管理、並びに人形峠センター用資機材の更新や保守管理を行った。

　（３）鳥取県緊急事態対処センター（TERC）の整備
　　　災害対策本部室の再整備と併せて緊急事態対処センターを整備し、原子力防災に関する各種情報を収集・整理し、適時的確な指示が行える体制を整備した。合わせて、市町村、関係機関に対して同様の情報を配信することで円滑に情報共有を図り、迅速な防災対策を行える体制を整備した。
（４）その他

①原子力防災研修
県内の防災業務関係者が、放射線や原子力防災に係る専門的知識の習得、放射線測定器の操作や救護所活動など緊急時の対応等について学ぶため国等主催の原子力防災研修に参加。
②原子力防災講演会
放射線や放射線防護などについて学び、県民の方が原子力災害時に適切な対応や行動がとれるようにするため、県民を対象とした原子力防災講演会を開催。

・日　時　平成25年８月18日（日）１０：００～１２：００

・場　所　境港市文化ホール（境港市中野町）

・参加者　約１８０名

・内　容　〔演  題〕放射線からまもる　－被ばくと健康リスクを考える

〔講  師〕大分県立看護科学大学　教授　甲斐　倫明　氏
　　　③放射線研修会

東部地域及び中部地域の市町や県の職員等を対象とした放射線の防護等に関する研修会を市町と共催で開催。

○東部地域

・日　時　平成25年８月９日（金）１３：３０～１５：２０

・場　所　県東部庁舎（鳥取市立川町）
・参加者　約４８名
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	・内　容　〔演  題〕放射線の基礎知識　～原子力災害に備えるために知っておきたいこと～
〔講  師〕広島国際大学　准教授　林　慎一郎　氏○中部地域

・日　時　８月６日（火）１３：３０～１５：３０

・場　所　倉吉市役所本庁舎（倉吉市葵町）
・参加者　約４２名

・内　容　〔演  題〕放射線の基礎知識と原子力災害に対する留意点
〔講  師〕九州大学大学院工学研究院　教授　池田　伸夫　氏
④現地研修会（見学会）

原子力発電についての正しい知識と防災・安全対策などについて県民の方に知っ
ていただくため、原子力防災研修会（見学会）を開催。

・実施日（参加者）　６月２８日（２２名）、９月２７日（３７名）、１２月１３日（１７名）

・研修先　島根県原子力防災センター及び中国電力(株)島根原子力発電所
⑤補助事業
三朝町の原子力防災に係る放射線測定器や広報車等の維持・管理費について補助金
を交付（国10/10）した。
イ　平成２５年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

・平成25年４月から「原子力安全対策監」を設置するとともに、「原子力安全対策課」を設置し、正職員９名体制に増強した。

※平成24年４月から「原子力安全対策室」を設置し、正職員５名体制（うち原子
力専門職員２名）。
・防災対策の面では、原子力合同防災訓練の結果等を踏まえ、事故時の迅速かつ確

実な対応を目的とし、防災対策に必要な各種情報を集約する「緊急事態対処センター」の設置やサーベイメータ等の原子力防護資機材の緊急整備を実施した。

ウ　成　果

　原子力災害対策指針の改正等を踏まえ、島根原発に対する原子力防災対策の一層の
実効性向上を図るとともに、引き続き人形峠センターに係る防災対策を実施した。
（ア）島根原発の原子力防災対策の強化について対応
・島根原発の防災・安全対策であり、立地県である島根県と連携し、昨年度に引き続き、３月26日に地域防災計画（原子力災害対策編）及び、島根原発の万一の事態に備え、福島第一原発の事故と同程度の避難が必要となることを想定して作成した広域住民避難計画（島根原発対応）について、島根県と共同で実施した避難時間推計シミュレーション結果を反映した見直しを完了するなど、立地県等と連携した原子力防災体制の緊急３カ年整備（25年度～27年度）に取り組んでいる。

（イ）原子力防災資機材の整備・保守
　　原子力防災に必要な資機材の新規配備や更新、保守管理等を実施し、防災体制の整備・
維持向上につなげた。
（ウ）原子力防災研修〔島根原発、人形峠〕
原子力防災に係る基礎講座や警察・消防活動の専門講座等受講させ、原子力防災業務関係者の知識・技能等の向上につなげた。
エ　課　題

（ア）住民避難計画のさらなる実効性の確保と初動対応システムの一層の研鑽
原子力防災体制を緊急に整備する必要があり、27年度までに重点的（初期投資）に整備することとしているが、交付金など現行の国の財源措置は極めて不十分。特に本県のように新たにＵＰＺとなった地域に対しては、緊急的な財政措置が必要なため、原子力防災対策を実施する上で必要となる人件費についても国が負担すること及び二次被ばく医療の中心となるホールボディカウンタ、原子力環境センター（ＥＭＣ）等のハード面の整備が確実にできるよう国において必要な財源
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	　を措置することなどの国要望活動に引き続き取り組む必要がある。
　（ウ）今後の主な取り組み
①島根原発に係る原子力防災体制の計画的整備
・原子力安全対策ＰＴやＷＧ、関係市町村、島根県、防災関係機関との連携や、原子力防災専門家会議の指導を受けるなどにより今後２年間で計画的な整備を推進
②原子力防災普及啓発事業や防災専門研修の実施
　・広く県民に正しい防災知識を習得していただくための島根原発研修会や講演会の開催
　・原子力防災担当職員や消防・警察など住民の安全確保に係る業務に従事する職員の専門的知識や技術等の習熟を図るため、各種教育訓練の受講奨励
③原子力防災関係資機材の整備及び維持管理
　・原子力災害時に住民の安全確保に必要な防護資機材の整備・維持・更新等
④原子力防災訓練の実施
　・島根県や国、関係市、防災関係機関等と連携して、初動対応(緊急連絡対応)や住民避難、緊急時モニタリング、スクリーニングなどの実施を検討する。
⑤人形峠センターに係る対策についても引き続き体制を維持する。
【原子力安全対策事業】

ア　目的及び事業の実施状況
（ア）目的
　　鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）等に基づき、島根原発及び人形峠センターにおける原子力安全対策に必要な事業を行った。
（イ）事業の実施状況
（１）島根原発に係る原子力安全対策の充実
住民の安全・安心を確保するため、境港市から西方約１７キロの地点にある島根原発の安全性のより一層の向上の促進を図った。
①「島根原発に係る鳥取県民の安全確保等に関する協定」及び「運営要綱」の改定協議
・県民の安全確保及び周辺環境の保全を図るため、県及び米子市、境港市と中国電力とで平成23年12月に締結した原子力安全協定等について、平成24年９月の原子力災害対策特別措置法の改正等により、鳥取県がＵＰＺ（緊急時防護措置準備区域）に位置づけられたことを踏まえ、立地県・市並みの協定とするべく原子力施設の変更計画等に係る事前了解等に関し改めて協議を実施。平成25年３月15日に立地自治体並みの運用とすることを文書で確認。

【協定の改定協議事項】

１）「重要な変更等の計画等の報告」を「計画等に対する事前了解」に改めること。
２）核燃料物質等の輸送計画に対する事前連絡を要する事項として、「核物質防護に関
する輸送日時、経路等輸送に係る詳細な情報」を加えること。
３）「現地確認」を「立入調査」に改めること。
４）「立入調査」の結果、適切な措置（原子炉の運転停止を含む）を要求する規定を加えること。
②２号機の設置変更許可申請

・平成25年11月21日に中国電力から安全協定に基づき新規制基準適合申請に関する事前報告（２号機の設置変更許可申請）がなされたことを受け、12月17日に安全協定第６条に基づく事前報告の可否に関しては今回最終的な意見を留保した上で、再稼働に向けての一連の手続に際し、鳥取県、米子市及び境港市に協議を行うことを始め、立地
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	自治体と同等に対応をすることを求めた。あわせて安全協定を立地自治体と同等の内容に改定するよう強く求め、引き続き協議を継続している。
【鳥取県意見（12月17日）】
事前報告の可否に関しては、条件を付けた上で最終的な意見を留保し、最終的な意見は、原子力規制委員会及び中国電力から審査結果について説明を受け、県議会、県原子力防災専門家会議、米子市、境港市の意見を聞いた上で提出する。
③島根原発２号機の審査状況確認

平成25年12月17日に原子力規制委員会に申請が行われた島根原発２号機
に係る新規制基準適合性審査の状況について、審査会合に職員を派遣しての傍聴、ユーチューブでの視聴、中国電力からの情報提供により、審査状況の確認を行った。
また、審査状況により、適宜原子力防災専門家会議を開催し、審査状況等について審議等を行った。

＜審査会合の開催状況＞

平成26年１月16日　申請の概要説明（第１回）

平成26年１月28日　申請内容に係る主要な論点（第２回）

平成26年２月20日　陸域の活断層評価（第３回）

平成26年３月19日　海域の活断層評価（第４回）
   　　　　　　

（２）環境放射線モニタリングの実施等
①環境放射線モニタリングシステムの保守管理、測定・監視〔人形峠センター〕
　　　　固定測定局（24時間）による空間放射線量等の測定、監視、公表を行った。
　　　　移動測定局（4半期毎）による空間放射線量等の測定、監視を行った。
②環境試料サンプリング調査（試料採取及び分析）〔人形峠センター〕
　　　　人形峠センターの周辺への放射線の影響及び平常時の環境放射線の状況を把握するため、三朝町内の土壌、樹葉、農作物、水等の環境試料の採取・分析を行った。

⇒前年度（H24年度）の分析結果評価を鳥取県原子力防災専門家会議で実施。異常値は測定されていないことが確認された。
※島根原発に関する環境放射線モニタリングは、水・大気環境課が実施
　　　③モニタリングシステムの保守管理
　　　上記①の環境放射線の連続測定を行うため、モニタリングシステムの保守管理を行い、システムの安定的な運用に努めた。
④可搬型モニタリングポストの整備

       島根原発に係る周辺環境放射線を測定するため、可搬型モニタリングポスト（２２基）を整備した。その内、１０局を設置し、連続測定できる体制を整えた。
⑤モニタリング計画の策定

　    島根原子力発電所及び人形峠環境技術センターに係るモニタリング計画
（平常時、緊急時）を策定し、モニタリング体制の充実を図った。
（３）鳥取県原子力防災専門家会議の開催
（会長：福山大学工学部情報工学科教授　占部逸正氏、外　委員　８名）

○平成25年５月27日開催（第１回）

「環境放射線モニタリング結果に係る評価」「鳥取県の原子力防災対策」等を審議等
○平成25年11月30日開催（第２回）

「島根原子力発電所２号機　新規制基準への適合性確認申請の概要」等を審議等
○平成26年２月17日開催（第３回）


	事　業　名
	概　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要

	
	「島根原子力発電所２号機　新規制基準への適合性審査」「原子力防災訓練振り返り」「地域防災計画・広域住民避難計画の修正」等を審議等
イ　平成２５年度の事業実施に当たり改善等に取り組んだ点

「島根原発に係る鳥取県民の安全確保等に関する協定等」に基づく、島根原発２号機の新規制基準適合性の確認審査申請に係る「事前報告」に対して、最終的な意見を留保した上で、原子力防災専門家会議・原子力安全対策プロジェクトチーム会議等において審査の状況を厳しく確認した。
ウ　成　果

　　  原子力災害対策指針の改正等を踏まえ、島根原発に対する原子力安全対策の一層の実効性向上を図るとともに、引き続き人形峠センターに係る安全対策を実施した。
・環境放射線モニタリング等（人形峠センター）
人形峠センターの空間放射線量の測定、環境試料サンプリング調査等により放射線の影響がないことを確認し県民の安全・安心の確保につなげた。

※島根原発に関する環境放射線モニタリングは、水・大気環境課が実施
エ　課　題
　○新規制基準審査状況の確認等
　 島根原発２号機に係る新規制基準適合性審査に係る審査状況（活断層評価、フィル
ターベント）や中国電力独自の地下水対策等について、県としても県原子力防災専
門家会議等において厳しく確認していくことが必要である。
また、審査状況等について、中国電力が主体的に鳥取県、米子市及び境港市並び地域住民へ丁寧かつ充分に説明を行うことが必要である。

島根原発１号機・３号機について新規制基準適合性審査への対応方針は決定されて
いないが、継続的な状況確認が必要である。

○緊急モニタリング体制等の整備
住民の安全な避難を確保するためには、国や島根県等と連携した、緊急モニタリン
グ体制等の整備が必要である。
〔今後の主な取り組み〕
①島根原発の安全確認

　地域の安全を第一義とし、中国電力の安全対策の実施状況及び国の新規制基準の審査状況を把握し、その内容を精査し、安全対策の確保に万全を期するよう働きかけていく。
②中国電力との安全協定の改定協議及び運用による安全確認・連絡調整
　・島根原発周辺地域の鳥取県民の安全を確保するため、立地自治体並みの安全協定とするべく改定の継続協議
　・現行安全協定に基づき、中国電力から平常時や異常時などの連絡を受けるとともに、周辺環境に影響を及ぼすような事態が発生した場合などには現地確認などを実施し立地自治体と同様に意見を述べる。
③原子力防災専門家会議の開催
　・人形峠及び島根原発に係るモニタリングデータの評価
　・国及び中国電力に対し、島根原発に係る新規制基準適合性審査の状況を適時確認し、専門的知見による県への助言をいただく。

・原子力防災体制について、専門的知見による判断及び県民への説明等
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	④緊急時モニタリング計画（暫定版）の見直し
　  ・原子力災害における放射性物質の拡散状況を適切に把握し住民避難や内部被ばく
対策に資するよう昨年度策定した暫定計画を、国が示す標準計画に基づいて
見直しを行う。
⑤人形峠センターに係る安全対策についても引き続き体制を維持する。
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普通財産
の区分
	機関名又は
施設名等 
	所　　在　　地
	前年度末
	本年度異動状況
	本年度末
	備　考

	
	
	
	面積（㎡）
	価額（円）
	増減別
	異動日
	面積(㎡）
	価額（円）
	増減理由
	登記
年月日
	面積（㎡）
	価額（円）
	

	行政財産
	鳥取県環境放射線モニタリングシステム木地山固定局
	三朝町木地山678-2、3
	145.85
	不明
	増加
	H25.4.1
	　
	　
	　
	H
	145.85
	
	　

	
	
	
	
	
	減少
	H
	　
	　
	　
	H
	
	
	

	計
	　
	　
	145.85
	　
	　
	　
	
	　
	　
	　
	145.85
	
	　

	合計
	
	
	145.85
	
	　
	　
	
	　
	　
	　
	145.85
	
	　


     イ　建物                                                                                                                                                                                                                                  （平成２６年３月３１日現在）　
	行政・普通財産の区分
	機関名又は
施設名等 
	所　　在　　地
	前年度末
	本年度異動状況
	本年度末
	備　考

	
	
	
	面積（㎡）
	価額（円）
	増減別
	異動日
	面積(㎡）
	価額（円）
	増減理由
	登記
年月日
	面積（㎡）
	価額（円）
	

	行政財産
	鳥取県環境放射線モニタリングシステム木地山固定局
	三朝町木地山678-2、3
	36.45
	不明
	増加
	H25.4.1
	　
	　
	　
	H
	36.45
	不明
	　

	
	
	
	
	
	減少
	H
	　
	　
	　
	H
	
	
	

	計
	
	
	36.45
	
	
	
	
	
	
	
	36.45
	
	

	合計
	
	
	36.45
	
	
	
	
	
	
	
	36.45
	
	


　　　ウ　山林～　コ　出資による権利　該当なし

（２）金券類の受払状況

      ア　金券の受払状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          　      　(平成２６年３月３１日現在）
	種　　　　　別
	前年度末
	本　年　度　中
	本年度末
	備　　考
	

	
	
	購　入　額
	使　用　額
	
	
	

	郵便切手及び郵便はがき
	円

0
	円

2,710
	円

2,710
	円

0
	
	

	合　　計
	0
	2,710
	2,710
	0
	
	


  　　イ　タクシーチケットの受払状況
                                                                                       （平成２６年３月３１日現在）
	前年度末未使用枚数

	本　　年　　度　　中
	本年度末未使用枚数


	
	購入枚数
	使用枚数及び金額
	

	                　     0枚

	                      　 60枚

	                         20枚
（うち書損1枚）
	                        40枚


	
	
	                           21,900円
	


（３）基　金
該当なし
（４）債　権
該当なし
２０　財産の貸付け及び使用許可調べ

（１）土地及び建物
　　該当なし
（２）物品（１品の取得価格が１００万円以上のもの）

       該当なし
２１　借受不動産明細調べ
　　　 該当なし
２２　職員住宅及び職員駐車場の管理状況調べ
該当なし
　２３　自動車（二輪を除く）の管理状況調べ
　　
	車　　種
	年式
	登録番号
	取得年月日
	総 走
行 キ
ロ 数
	本　　　年　　　度
	備 考


	
	
	
	
	
	稼働
日数
	(１ヶ月平均)
走行キロ数
	修理費等

	

	普通自動車
	14
	鳥取800

さ66－28
	14.3.15
	74,377
	29
	(270)

3,234
	タイヤ交換（2回分）5,040円、タイヤ修理2,205円、６ヶ月点検5,985円、
継続車両点検382,830円、

構造変更検査に係る自賠責保険料25,630円、
構造変更検査に係る印紙代2,100円、
構造変更検査重量税16,400円

	ハイエース


	普通自動車
	15
	鳥取800

さ63－04
	16.2.18
	139,230
	78
	(761)

9,129
	タイヤ交換（２回分）5,040円

６ヶ月点検5,040円

１２ヶ月点検5,250円


	プラド


	普通自動車
	26
	鳥取800

さ66-70
	26.3.18
	302
	2
	(302)

302
	リース料（１ヶ月分）38,220円
	フォレスター

	普通自動車
	26
	鳥取800

さ66-62
	26.3.18
	268
	1
	(268)
268
	リース料（１ヶ月分）39,690円
	タウンエース

	　計
	４台
	
	
	
	
	
	


２４　寄附物件の受納状況調べ
該当なし

２５　備品の処分状況調べ
該当なし
２６　現金、有価証券、物品の亡失、損傷調べ
　　　該当なし
　
２７　貸付金等状況調べ
該当なし

○　意見、要望等

（１）業務に関する意見・要望等　  　　該当なし

（２）監査委員事務局に対する要望等　  　該当なし






１２








